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戦後香港の日本語教育は70年 代初めに本格化 し、70年 代を草創期、80年 代を発展期、90年 代以降

を安定期 と呼ぶことができる。大学教育における専門日本語教育は香港理工大学で 『三種言語秘書課程』

(76年)と 『日本語専攻課程』(77年)が 開設 された時に始まった。その背景には 日港間の経済 ・貿易 ・文

化関係の緊密化、日本人観光客の急増などが主な要因としてあった。その後大学 レベルの専門日本語教

育は02年 現在まで一貫して、ビジネス日本語関連であったといっても過言ではない。

02年 現在、学部 レベルの日本語主専攻 ・副専攻課程をもつ大学には四技能の総合的養成 を目指す 「一

般 日本語」に加え、「専門日本語」、特にビジネス日本語関連科 目が併設 されている。01年 秋には香港理

工大学で、学部卒で実務経験のある中上級 日本語話者 を対象とした、香港初の 「大学院専門日本研究課

程」(成 人夜間大学院)が開講された。

大学の予算削減が進む今 日、香港の大学教育における日本語 ・日本研究課程の置かれた状況は厳 しい。

その反面、総合的インターアクション能力の養成を目指す質の高い 「専門 日本研究課程」への学習者お

よび社会のニーズは増大 している。

最後に、多様化 し続けるニーズに応え、よりよい専門日本語(特 に日本語インターアクション)教 育

実践の実現ためにいくつかの提案をしたい。
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総 合 的 イ ン ター ア クシ ョン能 力



1.は じめに

戦後の香港の日本語教育は50年 代末か ら60年 代

にかけて始まったが、大学における日本語教育は70

年代に本格化 し、70年 代中期から後半を草創期、80

年代を発展期、90年代以降を安定期 と呼ぶことがで

きる1)2)3)。学習者数は約16,000人 で世界11位 、海

外の 日本語学習者の約1パ ーセントを占めている4)。学

習者はほぼ全員が成人で、うち9割 が社会人で夜間

の日本語コースなどで日本語を学び、1割 が大学で主専

攻、副専攻、選択科 目として 日本語 を学んでいる

5)6)7)8)
。

香港の公式人口統計によると、全人口約700万 人

のうち1%(約70,000人)が 日本語能力保持者で、う

ち0.2%(約14,000人)が 母語話者、0.8%(約56,000

人)が 非母語話者である9)。前者は主に 日本人駐在

員 と家族または永住者であ り、後者はその大部分が

中国語(広 東語)を 第一言語、英語を第二言語、 日

本語を第三言語として習得 ・学習 した多言語話者 と

推定できる10)。日本語学習者数および 日本語能力試

験受験者数は過去五年間前年比5-15%の 増加傾向に

ある11)。大学の日本語課程に入る競争率も例年高く、

香港における日本語は、世界共通語 としての英語を

除けば、最も学習されている外国語 と言える(注1)。

このような 日本語学習熱の背景には、80年代から

90年 代にかけて急増 した日本企業の投資、日港問の

人的交流や経済交流、地域の生活文化に浸透 した 日

本製品や 日本の大衆文化があることはい うまでもな

い。現在香港および華南地区で事業を行 う日系企業

や 日本との合弁企業は約2000社 で、 日本語を主専

攻 ・副専攻とした大学生が卒業後 日本語を使ってビ

ジネス場面でインターアクションする機会は多い12)。社会的需

要の大きさに応えて、各大学の 日本語課程では四技

能の養成を目指す 「一般 日本語」(初 中級レベル)に加

えて 「ビジネス日本語」科 目が履修可能である(注2)。

国際ビジネス都市としての特性から、香港の大学レ

ベルの 「専門 日本語」教育はこれまで一貫して 「ビ

ジネス日本語」教育であった。 しかし、ポスト・バブル

期の現在多くの日系企業がその業務 を香港から中国

に移転 してお り、職場において香港人 日本語話者 に

要求 されている総合的インターアクション能力13)の 内容 にも

大きな変化が起きている(注3)。

本稿では、70年 代後半か ら02年 まで、香港の日

本語教育史のなかに大学レベルの専門日本語教育を位

置付け、その発展、現状、問題点を考察す る。また、

積極的な市場および潜在的ニーズ(学 習者 と社会)の

開発例 として、01年 に開設 された成人大学院専門日

本研究課程について述べる(注4)。

2,70年 代後半―草創期

香港中文大学(72年)と 香港大学(79年)で 日

本語副専攻課程が始まり、「一般 日本語」科 目が体系

的に履修可能になった。

一方
、香港理工学院(現香港理工大学)では76年 に

『三種言語秘書課程(三年制)』(注5)が、77年 には『日

本語専攻課程 〈二年生〉』〈注5〉が相次いで開講 され

た。両課程 とも香港の公的高等教育機関で行われた

初の 「専門日本研究」課程 として画期的であった。

また世界の日本語教育史の中で、70年 代後半の香港

でいち早く専門 日本語(JSP)コ ースが開発 されて

いたことは注目に値する。両課程の卒業生の多くは、

中国語、英語、 日本語ができる多言語スタッフとして、

日系企業や多国籍企業、香港観光局、香港警察、政

府金融局や貿易局などで働いている。

3.80年 代一発展期

日本企業の投資が増大 した80年 代は香港の日本

語教育が量的にも質的にも大きく発展した時期であ

った。85年 には香港大学に日本研究学科が設立され、

日本語は主専攻課程、副専攻課程、選択科 目として

学習されるようになった。 「一般 日本語」(初 級か ら

中上級レベル)に 加 えて 日本研究科 目が幅広 く開設さ

れ、香港の大学レベルにおける総合的かつ体系的な 日

本研究 ・日本語教育が始まったと言える。

この時期、三大学(香 港大学、香港中文大学、香

港理工大学)の 日本語学習者数は急増 し、卒業生が

日系企業で働 く機会も増 えた。例えば香港理工大学

では87年 から入学定員が二倍 となり、上記両課程

で 「一般 日本語」と 「専門 日本語」を履修 した多 く

の学生が多言語話者 として巣立っていった。

しか し、この時期 「専門(特 に、ビジネス)日本語」



コースが特に盛況だったのは大学ではなく、成人学習者

を対象 とした夜間の目本語学校だった。これはおそ

らく英国植民地香港における英語の地位の高さと大

学の社会的機能に関連 しているだろう。80年 代の大

学進学率は高卒者の4-5%に 過 ぎず大学はエリート教育

機関であった。英語能力に優れた大卒者が、職場で

場面による中国語(広 東語)と 英語の二言語使い分

けをする社会言語的現象(diglossia)が 報告されて

いる。

このような状況の中で、大学生 日本語学習者にと

っても教師にとっても、 日本語科 目は学術的なもの

として位置付けられ 「一般 日本語」の履修が強 く望

まれていた。一方、実用的なビジネス日本語を学ぶこ

とに対 して少なからず抵抗があったことは否めない。

その他に、日本語の基礎固めに時間が取 られるため

三年間の大学教育期間では 「専門日本語」を履修す

る時間的余裕がなかったこと、実務経験のない学部

学生はビジネスに興味を持たなかったこと、教師自身

が実務経験に乏 しく 「専門日本語」教育に自信がな

かったことも挙げられよう。

4.90年 代一安定期

92年 には香港 中文大学に 日本研究学科が設置 さ

れ 日本語が主専攻、副専攻、選択科 目として履修 さ

れるようにな り、多岐にわたる日本研究科 目が開設

された。上級学生を対象 とした 「ビジネス日本語」コー

スが始められ、開発 された教材は試用と改訂 を重ねて

01年 に 『上級ビジネス 日本語』として出版 された14)。

これまで香港で使われていたビジネス日本語教材の多

くが 日本や台湾で作 られたものであったが、この本

は日本教育専門家、経済学者、日系企業の専門家の

意見などを採 り入れ執筆 ・編集 されている15)。特に、

香港の実情に合わせ、対中 ・対 日商取引の際に必要

な知識 も盛 り込まれている。

香港理工大学では93年 に上述の両課程が『言語 ・

ビジネス学位課程』(注5)と名称を変えた。学生は三年

制課程でビジネス科 目(経 済学、市場学など)を 履修

し、三種の言語(中 、英、 日)が ビジネス場面で運用

できるレベルに到達するのが 目標である 〈注6>。 限 ら

れた履修時間内に 日本語の総合的インターアクション能力 〈注

3〉を高め るために、従来 の教室 内学習に加 えて様 々

な形の教室外学習が設計 された。例 えば、 日本語 の

履修生全員が二年終了時 に滞 日夏季研修 に参加 し、

理工大 学 日本語クラブ 会員 と在 港 日本人 コミュニティーや香

港 日本人学校 学生 との交流活動 を正規 の授業 に取 り

入れ る試 み な どが報告 されてい る16)17)18)19)。また、

学生の5-10%は 短期交換留学制度で 日本 の提携大

学へ 留学 し、日本語の総合的インターアクション能力 を高 めて

い る。

香港理 工大学ではこの時期 、短期 のJSPコ ース開発

の要請 も相次 いだ。主 なものにデザイン学専攻 生のた

めの初級読解コース(3単 位 、3時 間/週 ×14週/一 学期

=42時 間)(注7)や 、ホテル観 光学専攻 生のための初級イ

ンターアクション・コース(3単 位、42時 間)な どがあ る。

香港城市大学 ではビジネス主専攻 の学 生が 日本語 を

副専攻 として履修 できるよ うになった。短 時間で効

果的 にビジネス日本語能力や多言語翻訳能力 をつ け る

た め のシラバ スデ ザ インや教 育 活動 が報告 され てい る

20)21)22)
。副学 士コース(注8)と して応用 日本研究課程 も

始ま り、観 光 日本語が履修科 目の一つ に加 え られ た

のは興味深い。

この時期 にビジネス日本語 教育は香港 の大学 で量的

な広が りを見せ た と言え る。 しか し、学部学生は実

務経験 も職場 における中国語(L1)や 英語(L2)に

よるコミュニケーションの経験 もなかったため、教室内学習だ

けで 日本語(L3)の ビジネス・コミュニケーション能力が どの程

度身についたかは疑 問であ る。 おそ らく授業の大部

分が教材 のモデル会話 の練習や語彙 の説明な どに費や

され ていたのではないだろ うか。 学生 も教師 も、職

場 において どの ようなタスクや実質行動 が行 われ23)24)、

どの よ うな問題 が起 き、 どの よ うに会話 上の意 味交

渉や 問題解決 が され るのか、ほ とん ど不明の状態で

あった と推測 され る(注9)。 この時期 に巣立った多 く

の学部卒業生達 は、中上級 日本語話者 として多言語

職場 で様 々なインターアクション上 の問題 に遭遇 していたが、

彼 らの周 りには未解決 の問題 が山積 み されたままで

あった25)。



5.香 港理工大学 における大学院専門 日本研究課程

の開設(2001年)

90年 代に隔年お きに行った、香港 の多言語職場 で

働 く中上級 日本語話者 を対象 とした調査 の結果 、以

下の よ うなこ とが明 らかになった。第一 に彼 らが働

く職場 は多言語 ・多文化環境 であ り、第二に多言語

(中、英、 日)能 力 を駆使 し迅 速かつ 円滑にタスク達成

ができ ることが要求 され てお り、必 ず しも高度の 日

本語 産出能力が要求 されていない職場 もあ ることが

わかった。第三に多言語 通訳は 日常業務 と して不可

欠な能力であ り、第四 に専 門分野の知識 、第五 に高

度の総合的 日本語 インターアクション能 力26)が 要求 されてい

るこ とがわかった(注10)。

彼 らが抱 える 日々のインターアクション上の問題 は文法(言

語)能 力 のみな らず 、文法外コミュニケーション能力、社会文

化能力 に深 くかかわってお り 〈注3〉、 これが 自律的

に解 決で きな ければ、職場 で重要 なタスク達成 がで きな

いおそれ も生 じて くる。 また、多言語話者 として の

上級 日本語話者が、 日本語使用時 に どのよ うな心理

的葛藤 を感 じてい るか も見逃せ ない要 因であるこ と

がわか った(注11)。

上述 の調査結果 に基づ き、中上級 日本語話者 を対

象 とした大学院レベルの 「専門 日本研 究課程 」(成人夜

間大学院)を 開発 した。カリキュラム、シラバス設計 を行い27)、

01年 秋 に開講 した。応募資格 は大卒、日本語能力試

験二級合格以上、実務経験一年 以上 である(注12)。

それぞれ 固有 の実務経験 と専 門知識 をもって入学 し

た院生達 は、この課程 で 自分 の 日本語インターアクション上の

問題 点 を意識化 、言語化 してい く。コミュニケーション上 の失

敗や問題解決 の成功体験 の内省 、討論 、事例研究 な

どを通 して、院生 同士 が互 いに学習支援者 とな り自

律的 に問題 解決 の方法 を学び合 ってい る28)29)30)31)32)。

履修科 目は下記 の6科 目(必 修科 目4科 目と選択

科 目2科 目)でPostgraduate Diploma(修 士前期)

課程 を修了す る。全科 目のタイトルやシラバスは、学習者ニ

ーズ 調査結果 に基づ き決定 した。選 択科 目は、院生 自

身 の学 習 目標 に応 じて 、 「ビジネス日本語 」、 「日本語

教育」、 「多言語翻訳 ・通訳」 の同一ストリーム内の2科

目を選ぶ こ ともで きる し、異 な るストリームにまたがって

選 ぶ こともで きる(注13)。

〈必 修科目：4科目 〉

①現代 日本 の社会 と文化 を探 る

②多言語職場 にお ける 日本人 とのコミュニケーション

③ 日本語 のディスコースとプラグマティクス

④ 日本語 の書 き言葉 の理解 と分析

〈選択科目：6科目 中2科目選 択〉

⑤ 日本のビジネスと経営

⑥ 日本語のビジネス文書を書 く

⑦ 日本語教育I

⑧ 日本語教育II

⑨多言語職場の翻訳I

⑩多言語職場の翻訳II

学期末に実施 しているアンケート調査の結果、在校生

の当課程に対する満足度はかな り高い。03年 秋には

現行の修士前期(18単 位)に 修士後期(12単 位)

を加えた修士課程(30単 位)へ昇格予定である。

6.問 題点と今後の課題

大学改革や予算削減が進む今 日、香港の大学教育

における日本語 ・日本研究課程の置かれた状況は厳

しい。その反面、質の高い 「専門 日本研究課程」へ

の学習者および社会のニーズは増大 している。教育 ・

研究におけるコストバフォーマンス33)がますます重視 されて

きている近年の大学教育において、急激に多様化す

るニーズに対応 してい くためには高い専門性に基づ

く基礎調査 と教育実践が望まれている。例えば、言

語面をのみを強調 した 「ビジネス日本語」教育か ら脱

した 「日本語の総合的インターアクション教育」(注13)あ る

いは 「専門 日本研究」(注14)の ような理論的枠組み

が有効であろ う。また、教育実践 として、学習者中

心のシラバス内容の設計、学習者が相互に学習支援者

となって自律的に問題解決ができるようなネットワーク

作 り、問題解決のためのストラテジ-運用を採 り入れた

活動の考案などがさらに進められるべきであろう。

また、「一般 日本語」学習後 「専門 日本語」を履修

するとい う従来の形 とは異なる、独創的な発想によ

るプログラム開発 も急務である。

上述の香港理工大学の例からもわかるように、地



球規模で生涯教育が推進 されている今 日、「専門 日

本語 ・日本研究」教育の潜在的な学習者および社会

的なニーズは、学部レベルだけではなく、成人大学院レベ

ルにも存在 していることを忘れてはならない。実務経

験があ り問題意識が高い院生が集まり、切実に問題

解決を求めて討論 し合い、互いが学習支援者 となり

積極的に学ぶ姿34)か ら、我々教員が学ぶ ことははか

り知れないほど多い。

これまで香港の専門日本語教育はビジネス日本語関

連であったが、この傾向はさらに強まり個別化も進

むだろう。また、人文科学系大学院生を対象 とした

日本語学術論文の読解コース(JAP)の 実施報告もなさ

れている35)。科学技術関連の専門日本語教育の可能

性 も小 さくない。

7.ま とめにかえて一提案

本稿のまとめとして、「専門 日本語(総 合的 日本語

インターアクション、専門日本研究)教 育」の向上に向けてい

くつかの提案を したい。

1)上 級 日本語話者 と日本人が参加する日本語インター

アクション場面の把握の基礎調査

2)上 級 日本語話者の職場における日本語使用時の

内省記録の収集

3)該 当分野の専門家と日本語教育専門家が連携 し

たシラバス設計や教材開発

4)多 言語ビジネス・コーパスの構築

5)ITな どを利用 した効果的な教育内 ・教室外活動

の設計 と実践

6)上 級 日本語話者 の日本語総合的インターアクション能力

養成のための活動設計。特に自律学習を促進 し、

問題解決 を採 り入れたタスク、ビジネスシミュレーションョン

などの自習教材の開発

:最後に、本稿が、世界各地で 「専門日本語(総 合

的 日本語インターアクション、専門日本研究)教 育」を実践 し

ておられる方々との情報交流や、研究 ・教育の連携

のきっかけになれば嬉 しい。

【注】

1.香 港の初等中等教育における言語教育政策では「二文

三語」(書 き言葉 としての標準中国語 と英語、話し言

葉 としての広東語、普通語、英語)教 育を推 し進めて

いる。政府教育署の管轄下の初等中等教育機関では、

英語を除く諸外国語(日本語を含む)は正規科 目とし

て教えられていない。日本語は香港の成人教育分野で

はく最も人気のある外国語〉であるが、公式言語政策

下ではく見えない言語=日 本語〉である。このため、

緊縮財政に悩む大学が予算削減を論 じるたびに、日本

語課程の履修単位数の削減、教員削減、主専攻の全面

廃止などの対象 となってきた。香港における日本語の

社会言語的地位の詳細については宮副 ウォン(2002b)

参照のこと。

2,詳 細は香港 日本語教育研究会ホームページ参照。

3,ビ ジネスのグローバル化が進むにつれ、香港の職場も香港

人 日本語話者が参加するインターアクション場面も多言語化 し

ている。香港人 日本語話者に要求されるのは、文法能

力、文法外コミュニケーション能力、社会文化能力を含む総合

的 日本語インターアクション能力(ネ ウス トプニー2002)で あ

り、それに加 えて、多言語インターアクション能力、多言語翻

訳能力、専門分野の知識などが期待されている(宮 副

ウォン1997,Miyazoe-Wbng2002a)。

4.詳 しくは宮副ウォン(2002b)参 照のこと。同パネルの

席上で、韓国日本学会会長の李徳奉先生も 「日本語教

育の市場開拓を積極的に進めるべきだ」とい う意見を

述べ られた。

5.『 三 種 言 語 秘 書 課 程 〈三 年 制 〉Higher Diploma in

 Trilingual Secretarial Studies』 で は秘 書 ・ビ ジ ネス関

連 科 目 と三 種 類 の外 国語 沖 国 語(広 東 語 、普 通話)、

英 語 、 第 二 外 国 語(日 、仏 、 独 語 か ら一 言 語 選 択)]

を学 ぶ 。 三 年 間 の 日本 語 履 修 時 間 は約750時 間 。『日

本 語 専 攻 課 程 〈二 年 制 〉Diploma in Japanese』 で は 、

日本 語 、 日本 研 究科 目 〈文化 、 社 会 、 歴 史 〉、 翻 訳 な

どを履 修 。二 年 間 の 日本 語 履 修 時 間 は約1,000時 間 。

両 課 程 は93年 に 『言 語 ・ビ ジネ ス 学 位 課 程 〈三年 制 〉

BA in Language Studies with Business』 と名 称 を 変

え現 在 にい た って い る。 日本 語 履 修 時 間 は03年 秋 か

ら、500時 間 か ら約300時 間(副 専 攻 課 程)に 大 幅 に

削 減 され る。 限 られ た 時 間 で 日本 語 インターアクション能 力 を

い か に上 げ るか が 、 教 員 に とって の緊 急 タスクで あ る。

6.当 課 程 の詳 細 は 宮 副 ウ ォ ン(1997)、 全 シラバ スは香 港



理 工 大 学 英 文 系 ホームペ ージ に掲 載 。

7.こ の コースで は 日本 の ファッション雑 誌 の情 報 収 集 を到 達 目的

と した 。学 習 者 は 、ひ らが な 、カタカナ、限 られ た基 本 文

型 を学 習 後 、多 言 語 語 彙 リスト(日 、中 、英)を 片 手 にテ

キストを読 む 練 習 をす る。学 習者 のL1(中 国 語)の 能 力

(漢字 語 彙 、人 名 、地 名)、L2(英 語)の 能 力(外 来 語)

を効 果 的 に使 っ たJSPシ ラバス設 計 の 一例 で あ る。

8.学 士課 程 は3年 制 。副 学 士 課 程 は2年 制 。詳 細 は香 港

日本 語 教 育研 究 会 ホームペ ージ 参 照 。

9.香 港 の 多 言 語 職 場 にお け るインターアクション、タスクの種 類 、会

話 上 の 交 渉 、 問 題 解 決 過 程 の 談 話 分 析 はMiyazoe-

Wbng(2002a)参 照 の こ と。

10.宮 副 ウ ォ ン(1997),Miyazoe-Wong(2002a)

参 照 の こ と。

11.多 言 語 話 者 ・上 級 日本 語 話者 が 抱 く心 理 的葛 藤 の詳 細

は 宮副 ウォ ン(2002d,2002e)参 照 。

12.過 去 二年 間 に入 学 した50名 の 院 生 の プ ロフィールは 、宮 副

ウォ ン(2002d)参 照。 院 生 の8割 は ビ ジ ネス関 連 の

学位 取 得 者 だ が 、約2割 がエンジニア(コンピ ューター、電 子 工

学 、食 物 化 学 、測 量 工 学 な ど)で あ る の は興 味 深 い 。

13.当 課 程 の 全 科 目のシラバ スは 香 港 理 工 大 学 英 文 系 ホームペ ー

ジ に掲 載 。
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